
様式第１２（第１１条関係） 

 

令和８年１月３０日 

 

一般社団法人 全国浄化槽団体連合会 

  会 長    上 田 勝 朗 殿 

 

 

補助事業者 住    所 東京都新宿区市谷八幡町１７番地 

    氏名又は名称 株式会社 全浄連         

    代表者の職・氏名 代表取締役 全浄 太郎  ㊞  

 

令和７年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

（浄化槽システムの脱炭素化推進事業） 

完了実績報告書 

 

 令和７年６月３０日付け 全浄連発 脱炭素 第１２３４号で交付決定の通知を受けた二酸

化炭素排出抑制対策事業費等補助金 （浄化槽システムの脱炭素化推進事業）を完了しまし

たので、令和７年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（浄化槽システムの脱炭素化推

進事業）交付規程第１１条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金の交付決定額及び交付決定年月日 

金 １,２５５,０００ 円（令和７年６月３０日 全浄連発 脱炭素 第１２３４号） 

 

２ 補助事業の実施状況 

別紙１ 実施報告書のとおり 

 

３ 補助金の経費収支実績 

 別紙２ 経費所要額精算調書のとおり 

 

４ 補助事業の実施期間 

 交付決定の日 ～ 令和８年１月１５日 

 

５ 添付資料 

（１）別紙２に係る領収書等  

（２）写真資料（工事の工程などが分かるもの） 

  （３）その他参考資料 

注 規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が報告する

こと。 

補助事業完了日後から３０日以内の日付。
但し最終日は令和８年１月３０日とする。 
（公共事業を除く） 

代表者印は申請書に使用し
た印と同じものであること。 

全浄連が発行した交付決定通知書の
日付と番号を記入する。 

全浄連が発行した交付決定通知書の補助金
所要額を記入する。 

補助事業の開始日は特別の事情がなければ交付
決定の日とする。 
事業完了日は、別紙１ 実施報告書の補助事業完
了日と同じ日付であること。 


